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第２次飯南町特定事業主行動計画後期計画 

 

飯南町 

飯南町議会議長 

飯南町教育委員会 

飯南町選挙管理委員会  

飯南町監査委員 

飯南町農業委員会 

 

 

１ （目的） 

  急速な少子化の進行、家庭や地域を取り巻く環境の変化に対応す

るため、次世代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される

社会の形成に資することを目的として、平成 15 年７月に次世代育

成支援対策推進法が成立しました。本町においては、平成 17 年度

から平成 26 年度までの 10 年間を計画期間とした「飯南町特定事業

主行動計画」を策定しました。また平成 27 年に女性活躍推進法に

基づき平成 27 年度から令和 2 年度までの 6 年間を計画期間とした

「第 2 次飯南町特定事業主行動計画」を策定しながら職員が仕事と

子育ての両立を行うことができるよう、職場を挙げて支援する環境

の整備を推進してきました。  

  このたび、計画期間の最終年度を迎えたことから、計画の効果の

検証及び課題分析を行い、新たに「第２次飯南町特定事業主行動計

画後期計画」を策定しました。本計画は、既存の「仕事と生活の調

和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推

進のための行動指針」で示された新しい対策の方向性や課題・推進

目標等も考慮しながら、職員一人ひとりが父親や母親としての責任

と役割を果たし、仕事と子育ての両立を図ることができる職場環境

の整備に向けた取組みとともに、「女性活躍推進法」にもとづき、

女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって豊

かで活力ある社会を実現するため、良好な職場づくりを実現した行

動について、人事評価において反映をさせていくため策定するもの

です。 
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２ （計画期間） 

  次世代育成支援対策推進法は平成 17 年度から令和 7 年度まで、

また女性活躍推進法は平成 28 年度から令和 7 年度までの時限法の

ため、本計画は、令和 3 年度から令和 7 年度までの 5 年間を計画期

間とします。 

 

３（前計画の評価） 

  これまでの、「第２次飯南町特定事業主行動計画」での数値目標

と達成状況は、以下のとおりです。  

 

①  育児休業等の取得率（男性職員 13％） 

※女性職員については、100％を達成済み。 

H27 H28 H29 H30 H31 R2 

0％ 

(対象 0) 

0％

（0/4） 

16.6％

（1/6） 

0％

（0/3） 

0％

（0/2） 

0％

（0/3） 

・当該休暇を取得することが可能である男性職員の数は、平成 27 年

度から令和 2 年度の 6 年間で、延べ 18 人であり、そのうち 1 名のみ

取得しています。対象になる職員へ向けての制度の周知を徹底するこ

とで、取得率の向上に繋げる必要があります。  

 

②  １年間の超過勤務時間数（年間 360 時間以内） 

達成率・人数 

H27 H28 H29 H30 H31 R2 

96.66％ 

116/120 

96.74％ 

119/123 

90.83％ 

109/120 

95.58％ 

111/116 

96.11％ 

99/103 

99.09％ 

110/111 

・１年間の常勤職員の超過勤務時間数が年間 360 時間以内を達成して

いる職員割合は年々増加傾向にあります。これは「ノー残業デー」の

実施にあたり職員への退庁の呼びかけや超過勤務時間の削減に取り組

んできたことが挙げられます。 

 また、平成 27 年度から令和 2 年度の 6 年間で超過勤務時間数が年

間 360 時間超となった職員が計 29 人でした。これは、災害対応等の

平常業務以外の業務への対応を行ったことにより結果として増加して

しまったものも含まれます。一方で平常業務を行っておりながら超過

勤務時間数が年間 360 時間超となっている職員もいることから、業務

分担の見直しによる業務量の平準化等の対策を行い長時間労働の是正



3 

 

に努めていく必要があります。  

 

③  年次有給休暇の取得日数（年間 15 日以上） 

達成率・人数・平均取得日数  

H27 H28 H29 H30 H31 R2 

14.18％ 

21/148 

7.7 日 

10.13％ 

15/148 

6.6 日 

8.04％ 

14/174 

6.7 日 

17.21％ 

26/151 

8.3 日 

21.05％ 

32/152 

9.9 日 

17.80％ 

26/146 

10.5 日 

・平成 27 年度から令和 2 年度の 6 年間の年次有給休暇の平均取得率

は 22.71％、平均取得日数は 8.2 日となり目標値よりも低い結果とな

りました。一方で平均取得日数については年々増加傾向にあることか

ら、引き続き全ての職員が休暇を取得しやすい職場環境の整備に取り

組んでいく必要があります。  

 

④  女性職員採用割合（一般行政職 50％） 

H27 H28 H29 H30 H31 R2 

0％ 0％ 40％ 25％ 33％ 0％ 

 

⑤  女性委員の割合（各会 50％） 

H27 H28 H29 H30 H31 R2 

17.53％ 34.03％ 29.65％ 19.83％ 21.97％ 21.19％ 

 

⑥  女性管理職の割合（20％） 

H27 H28 H29 H30 H31 R2 

28.57％ 25.71％ 26.67％ 29.41％ 32.35％ 36.11％ 

・平成 27 年度から令和 2 年度まで、管理職に占める女性職員の割合

は、目標値の 20％を達成している状況です。今後、定年退職等を

迎え代わって管理職になる職員においても女性管理職の割合を現状

維持を目指しつつ、今後の職員構成の男女比を下げないよう積極的

に採用するなどし、全職員に占める女性職員の割合を維持すること

が重要となってきます。  

  また、女性委員の割合については、目標値よりも低い結果となっ

ており今後の委員については男女比を考慮しながら選定していく必

要があります。 
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４ （計画の推進体制）  

   次世代育成支援対策および女性の職業生活における活躍を迅速

かつ重点的に推進するため、勤務に対する検討委員会において年

度ごとに検討します。必要に応じて対策の実施状況や計画の見直

しを行うこととします。  

 

５ （職員の勤務環境を整える体制づくり）  

（１）  制度の周知 

   全職員に対し次世代育成支援対策に関する研修・講習等の開

催、啓発資料の作成・配布、行動計画の内容周知、情報提供を実

施します。また、「仕事と家庭の両立支援」についての啓発に努

めます。 

（２）  妊娠中及び出産後における配慮  

①  母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別

休暇等の制度について周知徹底を図ります。  

②  出産に関わる特別休暇等の制度について周知徹底を図りま

す。 

③  出産費用の給付等の経済的支援措置について周知徹底を図

ります。 

④  妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを

行います。 

⑤  妊娠中の職員及び３歳未満の子のある職員が請求した場

合、超過勤務及び深夜残業をさせてはならないことの周知

徹底を図ります。 

（３）  子どもを望む職員への配慮  

①  健康に配慮し、業務分担の見直しを行い、特定の職員に負

担がかかることのないように配慮します。  

②  本人の希望に応じ、原則として超過勤務を命じないことと

します。 

 

６ （育児休業取得の促進）  

（１）  育児休業及び部分休業制度を取得しやすい環境づくり  

①  育児休業及び部分休業制度の周知 

育児休業等に関する資料を各課に通知・配布し、制度の周

知を図るとともに、特に男性職員の育児休業等の取得促進

について周知徹底を図ります。また、機関紙等の発行によ
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り、育児休業の取得手続や経済的な支援等についてお知ら

せし、希望者に対しては個別相談に応じていきます。  

②  育児休業等体験談等に関する情報提供  

育児休業等体験者の体験談や育児休業を取得しやすい職場

環境づくりの取組例をまとめ、職員に情報提供をしていき

ます。 

③  育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援  

育児休業中職員に対して、休業期間中の広報誌や通達等の

送付等を行い、復職時には OJT 研修等を実施します。  

※OJT 研修・・・実際の仕事上において教育訓練を行うこ

と。 

（２）  育児休業取得時の業務分担の見直しと代替要員の確保  

職員が育児休業に入る際には、管理者は職員が安心して休業

に入れるよう、職場内の仕事の分担の見直しを行います。内部

の人員配置等によっても育児休業中の職員の業務を遂行するこ

とが困難なときは、任期付採用及び臨時的任用制度の活用によ

る適切な代替要員の確保を図ります。  

（３）  男性職員による積極的な制度の活用  

①  育児のための連続休暇を取得しやすい環境づくり  

子どもの出生時における父親の育児参加休暇（５日）、妻の

出産休暇（３日）等の特別休暇や年次有給休暇を取得しやす

い職場環境づくりに努め、該当者に休暇制度の周知徹底を図

り、休暇取得の積極的な働きかけを行います。  

②  育児休業を取得しやすい環境づくり  

管理職は、子どもの出生を控えた男性職員に対して育児休業

等の制度について個別に説明し、意向を確認した上で、希望

者が取得しやすい職場環境の整備に努めます。  

（４）  その他 

早出、遅出出勤又は時差出勤を行っている職場に対しては、

保育所送迎等を行う職員に配慮して勤務時間を割り振るように

します。 

    また、育児休業中の職員に対する円滑な職場復帰の支援、育

児と仕事とを両立させている先輩職員の体験を知る機会の付与

等、子育てを行う女性職員の活躍推進に向けた取り組みを行い

ます。 
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  このような取組を通じて、令和 7 年度までに育児休業等の取得率

を、男性 10％、とすることを目標とします。（女性職員については既

に 100％取得を達成） 

 

７ （超過勤務の縮減）  

（１）  小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及

び超過勤務を制限する制度について周知徹底を図ります。  

（２）  ノー残業デーの実施  

①  毎週水曜日と金曜日をノー残業デーに設定し、庁内 LAN に

より注意喚起を図るとともに、管理職員による定時退庁の

率先垂範を行います。  

②  巡回指導等による定時退庁の実施徹底を図ります。  

③  定時退庁ができない職員が多い部署を把握し、定時退庁が

できるよう指導を行います。  

（３）  事務の簡素合理化の推進  

①  超過勤務を縮減するために、既存業務の見直しを行い、新

たに行事等を実施する場合は、目的、効果、必要性につい

て十分検討の上実施し、併せて、既存の行事等との関係を

整理し、代替的廃止できるものは廃止します。  

②  会議・打合せについては、極力電子メール、電子掲示板を

活用します。 

（４）  超過勤務の縮減のための意識啓発等  

①  超過勤務上限の目安時間を年間 360 時間とし、全職員に対

し超過勤務縮減のため注意喚起を行います。  

②  課ごとの超過勤務の状況を、人事担当課等で把握できるよ

うにし、超過勤務の多い職場の管理職員からのヒヤリング

を行った上で、注意喚起を行います。  

③  人事担当課は、課ごとの超過勤務の状況及び超過勤務の特

に多い職員の状況を把握して管理職員に報告し、管理職員

の超過勤務に対する意識の徹底を図ります。  

④  月間の超過勤務時間が 24 時間を経過した段階で、管理職・

職員が十分協議したうえで副町長に改善内容を報告すると

ともに、副町長は業務執行改善について必要に応じ指導・

助言を行う業務等改善報告制度を実施し、超過勤務の抑制

を図ります。 
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⑤  週休日等に勤務する必要がある場合は、原則として週休日

の振替を行うこととします。  

 

このような取り組みを通じて、各職員の１年間の超過勤務

時間数について、人事院指針等に定める上限目安時間 360 時

間の達成に努めます。 

 

８ （休暇取得の促進）  

（１）  年次休暇の取得促進  

①  職員が年間の年次休暇取得目標日数を設定し、その確実な

実行を図ります。 

②  管理職会議等の場において、担当部署から、定期的に休暇

の取得促進を徹底させ、職場の意識改革を行います。  

③  人事担当課による取得状況の確認を行い、取得率が低い部

署の管理職員へ注意喚起を行います。  

④  各部署において、計画的な年次休暇促進を図ります。  

⑤  安心して職員が年次休暇の取得ができるよう、事務処理に

おいて相互応援ができる体制を整備します。  

（２）  連続休暇等の取得の促進  

①  月・金と休日を組み合わせて年次休暇を取得する「ハッピ

ーマンデー」、「ハッピーフライデー」の促進を図ります。  

②  国民の休日や夏期休暇と合わせ、年次休暇の取得促進を図

ります。 

③  勤続 25 周年のリフレッシュ休暇の取得促進を図ります。  

④  ゴールデンウィークやお盆期間における公式会議の自粛を

行います。 

（３）  子どもの看護を行うための特別休暇等の取得の促進  

子どもの看護や予防接種のための休暇等の特別休暇を周知す

るとともに、その取得を希望する職員に対して、 100%取得でき

る環境を作ります。  

（４）  職場優先の環境是正のための取組  

管理者を対象としたマネジメント研修及びメンタルヘルス研

修を活用して、職員の服務管理、業務分担、モチベーションの

向上となるマネジメント力の向上を図ります。  

（５）  人事評価への反映 

    仕事と生活の調和の推進に資するような効率的な業務運営や
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良好な職場環境づくりに向けて採られた行動については、人事

評価において適切に評価を行います。  

 

    このような取り組みを通じて、職員１人あたりの年次有給休

暇の取得日数を 15 日以上とすることを目標とします。  

 

９ （子育て中の職員に対する人事異動に対する配慮）  

    人事異動を命じる場合、当該職員からのヒヤリングを実施した

上で、子育ての状況に応じた人事上の配慮を行います。  

 

  10 （職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のため

の取組） 

     職員が家庭における役割を分担しながら、かつ、仕事におい

ても能力を十分発揮できるよう、「家庭よりも仕事を優先する」

というこれまでの働き方や固定的な男女の役割分担意識等を解

消するため、情報提供、研修等による意識啓発を進めていきま

す。 

 

  11 （その他の次世代育成支援対策に関する事項）  

（１）  子育てバリアフリー  

子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な応接対

応等のソフト面でのバリアフリーへの取組を推進します。 

（２）  子ども・子育てに関する地域貢献活動  

①  子どもの体験活動等の支援  

子どもが参加する地域の活動に敷地や施設を提供するとと

もに、子ども・子育てに関する活動等の地域貢献活動に関

する情報をデーターベース化し、職員の積極的な参加を支

援します。また、子どもが参加する学習会等の事業におい

て、職員が専門分野を活かした指導を実施します。  

②  子どもを交通事故から守る活動の実施や支援  

公用車の運転に対し、交通安全講習会の実施や専門機関等

による安全運転に関する研修の受講を支援するとともに、

交通事故防止について呼びかけを実施します。  

③  安全で安心して子どもを育てられる環境の整備  

子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、

地域住民等の自主的な防犯活動や少年非行防止、立ち直り



9 

 

支援の活動等への職員の積極的な参加を支援します。  

（３）  子どもとふれあう機会の充実  

職員の子ども等の家族を対象とした職場見学会を実施しま

す。 

（４）  学習機会の提供等による家族の教育力の向上  

 職員に対し、家庭における子育てやしつけのヒント集等を活

用し、家庭教育に関する講座・講習会等の実施や情報の提供を

行います。 

 

12 （女性活躍推進法に関する事項）  

（１）  女性の採用の拡大 

女性の採用を拡大するため、広く広報媒体を使って、採用試

験の通知をし、採用する職員の女性の割合を 50％とします。 

（２）  各種審議会、委員会での女性委員の人数増加  

    各種審議会や委員会での女性の委員の人数を各会の 50％と

します。 

（３）  女性管理職の登用拡大  

 女性管理職の登用を全体の 20％を維持します。 


